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令和6年10月現在

資料5



まず本市の人口動態の現状を捉えた上で、その変化に影響を与えている自然増減および社会増減の要因分析を
実施しました。
さらに市民等の意識調査を通じた実態・実感調査を踏まえ、将来人口推計および将来の方向性を検討しました。

1-2．人口ビジョン検討の概観

本市の
人口動態

自然増減

•自然増減の推移(出生数・死亡数)
•出生に関する分析

•婚姻率・初婚年齢
•合計特殊出生率・出生数の推移など

•人口構成
•総人口の推移(年齢階級別)
•世帯数の推移
•家族類型別世帯数の推移 など

社会増減

①どのような人口動態が
見られるか？

②人口動態に影響を与えている要因は何か？

•社会増減の推移(転入数・転出数)
•社会増減の推移(年齢階級別)
•県内人口移動の状況(年齢階級別)
•雇用や就労等に関する分析　など

市民意識調査

③市民が実際にどのような
ニーズ・課題を感じているか？

•定住・住まい
•近居・同居
•結婚・出産・子育て
•就職・雇用
•市への期待　など

④人口動態による影響・将来人口推計を
踏まえ、本市が目指すべき方向はどこか？

将来人口推計・
将来の方向性

•出生率・移動率の変化
•目標人口
•将来人口推計
•将来の方向性　など

天理市人口ビジョンの対象期間
2015年(平成27年)～2070年(令和52年)までの期間を対象とし、国立社会保障・人口問題研究所(以下、「
社人研」という)の人口推計、および国・県・市の統計情報などを基礎数値として活用しました。

人口ビジョン検討の概観

1

天理市人口ビジョンの位置づけ
「天理市人口ビジョン」は、本市における人口の現状を分析し、人口問題に対する認識・課題を共有し、今後目
指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものであり、総合戦略策定の際に、効果的な施策を企画・立案す
る上での重要な基礎情報となるものです。
このたび、第３期総合戦略を統合した総合計画を策定するにあたっても、効果的な施策を立案するための基礎
情報として、各種統計資料などを更新・追加し、改定を行いました。

1．人口ビジョンの位置づけ
1-1．人口ビジョンの位置づけ



2-1．本市の人口推移と長期的な見通し

2．人口の現状分析

2

本市の人口は1995年の74,118人をピークに「人口減少の第一段階」に入り、2020年10月の人口は63,889
人まで減少しています。現状が続いた場合、人口減少は加速度的に進行し、将来推計人口に基づくと2045年に
は45,162人、2070年には28,179人まで減少すると予測されます。
生産年齢人口(15～64歳)は1995年の52,685人をピークに減少に転じ、2020年までに13,580人が減少、
本市の人口推移に大きく影響を及ぼしています。一方で高齢化も急速に進行しており、本市全体では2055年に
は41.5％まで上昇し、その後は緩やかに減少し、2070年には39.3％と予測されています。
老年人口(65歳以上)と生産年齢人口の比率は、2.29(2020年)→1.28(2045年)→1.33(2070年)に達
し、1人の高齢者を1.3人の現役世代で支える厳しい状況になります。

本市の人口推移と長期的な見通し

1995 2010 2020 2045 2070
総人口 人口(人) 74,118 68,480 63,889 45,162 28,179

年少人口
(0～14歳)

人口(人) 11,253 9,323 7,718 4,315 4,109
割合 15% 14% 12% 10% 9%

生産年齢人口
(15～64歳)

人口(人) 52,685 44,793 39,105 22,960 14,668
割合 71% 65% 62% 51% 52%

老年人口
(65歳以上)

人口(人) 10,180 14,364 17,491 17,888 11,069
割合 14% 21% 27% 40% 39%

パターン2： 本市の一定転入・転出数を加味した独自推計に、全国の移動率が今後一定度縮小すると仮定した推計(社人研推計準拠)とする(天理市独自推計)

現在、本市は人口減少の入り口にあり、今後の市民生活・地元経済・行政運営に与える影響は年々大きく
なっていきます。人口減少対策の先延ばし・遅れは、さらなる状況の悪化を招くことになり、将来世代に大き
な負担を残す事に繋がります。
人口減少対策を本市の最優先課題と捉え、積極的に対応を進める必要があります。

急速な少子高齢化・人口減少局面にある本市
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2-2.　本市の人口構造
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17,140人

36,703人

7,047人

男性：29,774人 女性：31,116人

総人口　60,890人

本市の人口ピラミッド(令和６年10月1日時点)

本市の人口構成の特徴として、他市と比較して20歳前後の年齢層が厚いこと、およびその後の年代の急激な落
ち込みが挙げられます。
この要因は、市内に所在する天理高校・天理大学など教育機関への入学に伴う転入、および卒業・就職・結婚・
住宅購入などに伴う転出が考えられます。また、住民登録をしている市民以外にも、天理教等の関係で宗教施設
への一定期間居住者が多数地域内に存在している、という特徴があります。

1947～1949
第1次ベビーブーム
(団塊の世代)

1971～1974
第2次ベビーブーム

10代後半～
20代前半の
急激な転入出

3



4

外国人の状況

人口に占める外国人の割合

資料）総務省「令和２年国勢調査」を基に作成

人口に占める外国人の割合は、1.16％（740人）となっており、全国と比較すると低い割合となっていますが、奈
良県と比較すると高い割合となっています。
国籍別では、中国、ベトナム、韓国・朝鮮が多くなっており、全国と比較すると、韓国・朝鮮、インドネシア、ベトナム
、アメリカの割合が高くなっています。
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資料）総務省「令和２年国勢調査」を基に作成
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自然増減 社会増減 人口増減数

自然増減
自然増減の推移を出生数・死亡数別にみると、出生数は1996年の830人をピークに徐々に下がり始め、2022
年は382人とピーク時の46％まで落ちこんでいます。
死亡数は1997年以降徐々に増加し、2011年以降は死亡数が出生数を上回り、自然減が加速しています。

資料）令和5年「天理市 人口動態」を基に作成

自然増減の推移(出生数・死亡数)
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2-3．自然増減・社会増減に関する分析

自然増減・社会増減に関する分析

資料）令和5年「天理市 人口動態」を基に作成

人口増減には出生・死亡に伴う「自然増減」、転入・転出による「社会増減」の2つの要素が影響を与えています。
本市では1996年ごろから社会減が常態化し、人口減少の大きな要因となっています。自然増の数も年々縮小し
、2011年以降は自然減が生じています。これらの影響により、本市では2000年頃から、毎年約200～500人の
ペースで人口減少が続いており、2022年には初めて1,000人以上が減少しました。
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資料）厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」を基に作成

奈良県市町村別　合計特殊出生率

5年平均の合計特殊出生率を奈良県他市町村と比較すると、本市は全国平均1.33を上回っており、奈良県39
自治体中で12位の出生率となっています。
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全国・奈良県・天理市の合計特殊出生率推移

資料）2007～2015年の数値は天理市より受領「合計特殊出生率 年次推移」
2016～2022年の数値は「令和5年 人口動態調査統計」　を基に作成

*1合計特殊出生率…未婚女性も含めたすべての15歳~49歳女性が生涯に生むこどもの数
*2人口置換水準…人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率。現在の人口置換水準は2.07

合計特殊出生率の推移をみると、全国と奈良県の合計特殊出生率は、2015年頃まで上昇傾向にありましたが
、2016年以降は減少傾向にあり、いずれも人口置換水準を割り込んだ状態が続いています。
本市の出生率は、増減を繰り返しながらも2017年には1.47となりましたが、2022年には1.18に減少しています
。

No 市町村名 2018-2022 2003-2022の
増減

1 香芝市 1.53 0.03
2 葛城市 1.52 0.21
3 斑鳩町 1.51 0.36
4 王寺町 1.51 0.31
5 田原本町 1.45 0.14
6 三郷町 1.44 0.13
7 広陵町 1.42 0.16
8 下北山村 1.39 0.1
9 黒滝村 1.36 0.15
10 川上村 1.36 0.09
11 十津川村 1.35 -0.12
12 天理市 1.34 0.02
13 橿原市 1.34 0.04
14 生駒市 1.33 0.16
15 天川村 1.31 0

  奈良県 1.30 0.07
16 大和郡山市 1.30 0.05
17 桜井市 1.30 -0.04
18 曽爾村 1.29 0.14
19 御杖村 1.29 0.05

No 市町村名 2018-2022 2003-2022の
増減

20 川西町 1.28 0.06
21 三宅町 1.27 0.08
22 上北山村 1.27 0.06
23 明日香村 1.26 0.19
24 野迫川村 1.26 0.05
25 奈良市 1.25 0.1
26 東吉野村 1.23 -0.11
27 平群町 1.22 0.19
28 山添村 1.20 -0.06
29 安堵町 1.19 -0.08
30 大和高田市 1.18 -0.03
31 御所市 1.16 0.01
32 河合町 1.16 0.08
33 上牧町 1.13 -0.15
34 吉野町 1.08 0.02
35 五條市 1.07 -0.06
36 下市町 1.07 -0.08
37 高取町 1.05 -0.17
38 宇陀市 1.04 -0.11
39 大淀町 1.04 -0.2
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本市に対して転入・転出数が多い地域としては、県内では奈良市・大和郡山市、県外では大阪府・兵庫県・京
都府などが挙げられます。

近隣市町村および県外への人口移動

資料）「住民基本台帳人口移動報告」（2023年）を基に作成

県外への人口移動近隣市町村(奈良県内)の人口移動

資料）令和5年「天理市 人口動態」を基に作成

現在、本市では転入数より転出数が多く、純移動数がマイナスとなっています。転入数は1995年の5,635人をピ
ークに徐々に下がり始め、1996年転出超過となり社会減に転じました。
以降、毎年200～500前後の転出超過が発生しており、転入数/転出数の差は2022年では669人となっていま
す。

社会増減の推移(転入・転出)
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5歳階級別に比較すると、転入・転出の特徴として、男女ともに10歳代後半の大幅な転入超過と、20～30歳代
にかけての転出超過がみられました。
転入要因としては、天理高校・天理大学など教育機関への進学との関連があります。また転出要因としては、卒
業・就職との関連、あるいは結婚・転職・住宅購入など人生の節目との関連があります。

5歳階級別の純移動数

資料）国勢調査
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経年変化をみると、男女ともに10 歳代の転入超過が縮小傾向にある一方、20～30 歳代にかけての転出超
過が増加傾向にあります。

5歳階級別の純移動数（男女別、1980 年～1985 年と2015 年～2020 年の比較）

資料）内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局作成「男女、年齢別人口・純移動数・純移動率」を基に作成

学校法人天理大学が運営する幼稚園、小・中・高等学校・大学などの教育機関には合計で約5,500人の
生徒が在籍し、その動向は本市の人口構造・社会増減に一定の影響を与えています。
多くの学生の存在は地域のにぎわいを支えており、若者が交流する街としての本市の特徴となっています。
この若者世代のニーズ・能力・活力をいかに活かしていくかが、本市が持続的に成長を遂げていく上で重要な
ポイントです。

学校法人天理大学の学生数の推移

資料）「学校法人天理大学　学生数」（天理大学HP）を基に作成
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転入の事由
天理市が2023年に実施した転入事由へのアンケートによると、転入元は、「奈良県内」が33.3％、「近畿圏（
奈良県を含む）」が64.1％となっており、奈良県内でみると、「奈良市」が9.6％、「橿原市」が7.3％、「大和郡
山市」が3.2％、「桜井市」が1.9％となっています。

9.6
3.2

7.1
1.9

11.5
3.2

14.1
7.7

5.8
0.0

2.6
4.5

5.8
16.0

6.4
0.6

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

奈良市

大和郡山市

橿原市

桜井市

県内その他

大阪府大阪市

大阪府大阪市以外

兵庫県

京都府

和歌山県

三重県

東京都

関東その他

上記以外の国内

海外

無回答

転入元

37.8

10.3

4.5

1.3

12.8

10.9

3.2

6.4

3.2

9.6

0.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

就職・転職

転勤

住宅の購入

家族からの独立

結婚・離婚

実家に戻る

子どもの養育・教育

通勤・通学の利便性

親などの介護

その他

無回答

転入の理由

転入の理由としては、「就職・転職」が37.8％と最も多く、次いで「結婚・離婚」が12.8％、「実家に戻る」が10.9
％、「転勤」が10.3％となっています。

資料）天理市「転入事由アンケート」（2023年10月～2024年1月実施）を基に作成

資料）天理市「転入事由アンケート」（2023年10月～2024年1月実施）を基に作成
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転入で天理市を検討した理由は、「職場や学校が近くにある」が31.4％と最も多く、次いで「他市への転入は考え
ていなかった」が30.1％となっています。

転入で天理市を検討した理由

転出先

天理市が2023年に実施した転出事由へのアンケートによると、転出先は、「奈良県内」が39.4％、「近畿圏（
奈良県を含む）」が64.8％となっており、奈良県内でみると「奈良市」が14.5％、「大和郡山市」が7.3％、「橿
原市」が5.5％、「桜井市」が2.4％となっています。
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転出の事由
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上記以外の国内

海外

無回答

資料）天理市「転入事由アンケート」（2023年10月～2024年1月実施）を基に作成

資料）天理市「転出事由アンケート」（2023年10月～2024年1月実施）を基に作成



総人口の減少と世帯数の増加
人口が減少する一方で、世帯数は1995年以降も増加傾向にあり、2020年10月時点の世帯数は25,619世
帯です。しかし、１世帯当たり平均世帯人員は2.9(2000年)→2.7(2010年)　→2.5(2020年)と減少し続け
ています。
総人口が減少・世帯数が増加する現象には、核家族化・未婚化・晩婚化・離婚・死別などによる「単身世帯」増
加や世帯人員の減少、こどもを意識的にもうけない「DINKS世帯」や「一人っ子世帯」の増加などが関係していま
す。

天理市の人口・世帯数の推移

資料）e-Stat「都道府県・市区町村のすがた（社会・人口統計体系）」を基に作成
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転出の理由

転入の理由としては、「就職・転職」が32.1％と最も多く、次いで「結婚・離婚」が13.9％、「実家に戻る」が13.3
％、「転勤」が9.7％、「家族からの独立」が6.1％となっています。

資料）天理市「転出事由アンケート」（2023年10月～2024年1月実施）を基に作成
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家族類型別世帯の割合
本市では、単身世帯は35％、核家族世帯が54％(夫婦・子供世帯27％、夫婦のみの世帯19％、母子・父子
世帯9％)、親との同居世帯は8％(夫婦・子供・親世帯6%、夫婦・親世帯2％)となっています。

資料）「令和２年国勢調査 人口等基本集計」を基に作成

天理市の家族類型世帯の割合

家族類型別世帯数の推移

天理市の家族類型世帯数の推移
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1995年と2020年を比較すると、多世代世帯は-1,395世帯と大幅に減少しています。
多世代世帯の2015年から2020年の5年間では増加しているものの、単身者世帯と核家族世帯においては年々
増加しており、本市における家族形態が小型化しつつあります。

資料）「令和２年度 国勢調査による世帯の家族類型別」を基に作成
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高齢者世帯、高齢者単身世帯の増加

本市の高齢者世帯は増加傾向にあり、2005年から2020年までに高齢単身者は1,252人増加しました。
中でも高齢単身女性の数は男性の２倍近く、年々増えています。

天理市の人口・世帯数の推移

資料）「令和２年度 国勢調査による高齢単身者世帯数」、「高齢夫婦世帯数」を基に作成
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2-4．出生・結婚に関する分析
出生率に影響を及ぼす主な要因

出生率に影響を与えると考えられる主な要因には、「出産可能年齢人口(女性)」・「有配偶率(婚姻率)」・「有配
偶出生率」の3つがあります。

※1　合計特殊出生率：15～49歳までの女子の年齢別出生率の合計
※2　出産可能年齢人口：未婚女性も含めた15～49歳までの女性の人数
※3　有配偶率：15～49歳までの女子人口に対する有配偶女子人口割合
※4　有配偶出生率：年齢別有配偶女性人口千人あたりの出生数

有配偶率(婚姻率)
結婚した女性の数

女性の数

有配偶出生率
生まれたこどもの数
結婚した女性の数

合計特殊出生率
生まれたこどもの数

女性の数

出産可能年齢人口(女性)

未婚女性も含めた20~44
歳までの女性の人口

出産可能年齢人口(女性)の推移

資料）「天理市　年齢別人口(各年3月1日現在)」の数値を引用

出産可能年齢人口(女性)
本市の出産可能年齢人口(20～44歳の女性)は減少傾向にあり、2024年で8,197人となっています。
また、出生率への影響が考えられる本市の特徴として、天理大学や天理医療大学看護学科などへの女子学生が
一定数転入・定住している事が挙げられます。その人数は合計特殊出生率の算出の分母に加算されるため、学生
数の増減は本市全体の合計特殊出生率に一定の影響を与えています。
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婚姻率は、全国・奈良県とも1947年をピークに減少傾向にあります。奈良県の婚姻件数は、ピーク時の1947年
から2022年にかけて、5,711件(58％)減少しています。2022年の婚姻率をみると、奈良県は3.3であり、全国
平均より低い状況にあります。

有配偶率(婚姻率)

全国生涯未婚率の推移

資料）社人研「人口統計資料集（2024）」を基に作成

生涯結婚しない男女の増加＝非婚化が進んでいることも、婚姻率低下に影響を与えています。1920年から
2020年にかけ、生涯未婚率(50歳時点で結婚していない人の割合)は、男女ともに上昇しています。

全国/奈良県の婚姻率および奈良県婚姻件数推移

資料）厚生労働省「人口動態調査(2022)」を基に作成
　　　　 婚姻率：1000人あたりの割合(年間婚姻届出件数/10月1日現在日本人人口*1000)
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夫婦が生涯にもうけるこどもの数(完結出生児数)は、2002年以降減少傾向にあります。2005年までは2人を上
回っていましたが、2010年には2人を下回りました。また、こども数1の割合は、2020年には20%となっています。

夫婦のこども数(完結出生児数)の推移

※完結出生児数：夫婦の最終的な出生こども数のこと。完結出生児数の調査は、結婚持続期間が15年から19年までの初婚同士の夫婦
　 を対象に行われます。
資料）国立社会保障・人口問題研究所　「第16回出生動向基本調査　結婚と出産に関する全国調査(夫婦調査の結果概要)」より引用

有配偶出生率

1950年の男性の平均初婚年齢は、全国25.9歳、奈良県25.6歳でしたが、2022年には全国31.1歳、奈良
県31.2歳と、平均で5歳以上上昇しています。 
同様に、1950年の女性の平均初婚年齢は全国23歳、奈良県23.1歳でしたが、2022年には全国/奈良県とも
に29.7歳と平均6歳以上高くなりました。

全国/奈良県の平均初婚年齢の推移

資料）厚生労働省「人口動態調査(2022)」を基に作成

晩婚化・晩産化の影響
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平均出産年齢が高くなるにつれて出生率が低下していることから、晩婚化・晩産化も出生率低下の一因となって
います。
1970年から2022年にかけて、出生順序別の母の平均年齢は上昇しており、晩産化が進んでいます。また、出生
順序別の出生率においても、1970年から2022年にかけて減少傾向にあります。

理想のこども数を持てない理由　

理想・予定こども数の組み合わせ別にみた、理想のこども数を持たない理由

資料）国立社会保障・人口問題研究所　「第16回出生動向基本調査　結婚と出産に関する全国調査(夫婦調査の結果概要)」より引用

社人研が2021年に行った調査によると、夫婦が理想のこども数を実現できない理由として「経済的理由」および「
年齢・身体的理由」が多く挙がっています。理想のこども人数を1人としている層では「ほしいけれどもできない」との
理由が60％以上を占め、2人以上としている層では、「子育て・教育費用」や「高年齢出産」、次いで「育児の心
理的・肉体的負担」という理由が多くみられます。
背景としては、子育て・教育に関わる出費の上昇や、景気変動等に伴う所得・雇用形態の変化、晩婚化・晩産
化、子育て負担などがあります。

出生順序別平均年齢(母)および出生率の推移(全国)

※1 出生順位とは、同じ母親がこれまでに生んだ出生子の総数について数えた順序である。
※2 第１子から第３子以上までの出生率の数値合計が、合計特殊出生率である。
資料）厚生労働省「人口動態調査(2022)」を基に作成

18

25.6

30.9

28.3

32.9

30.6

34.1
0.94

0.59

0.84

0.460.35

0.21

22

24

26

28

30

32

34

36

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2021 2022
0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
0.50
0.60
0.70
0.80
0.90
1.00

平均出生年齢(母) 平均出生年齢(母) 平均出生年齢(母) 合計特殊出生率

合計特殊出生率 合計特殊出生率



天理市が2023年に実施した子育て世帯へのアンケートによると、こどもをもう一人産み育てたいと考えている（す
でに予定がある）人はわずか6.7％にとどまっています。
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こどもをもう一人産み育てることへの不安、考え

5.1%
68.8%

37.3%
35.9%

15.8%
31.6%

12.4%
8.9%
8.5%

6.1%
18.9%

6.5%
6.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

特に不安はない

子育てや教育にお金がかかるから

仕事との両立が難しいから

子育ての体力的な負担に不安があるから

子育ての心理的な不安に不安があるから

年齢的に産むことに不安があるから

妊娠・出産に不安があるから

家の間取り（広さ）

地域の保育環境に不安があるから

配偶者の家事・子育てへの協力が得られないから

（これ以上の）子どもをのぞまないから

自分の時間を優先したいから

その他

資料）天理市「子育て世帯アンケート」（2023年11月～2024年1月実施）を基に作成

こどもをもう一人産み育てることへの不安や考えの理由として、「子育てや教育にお金がかかる」が60%以上を占め
ており、「体力的・心理的な負担」や「年齢」も30%以上となっているなど、社人研の調査結果と同様の傾向が見
られます。
一方で、「仕事との両立が難しい」という理由を挙げた割合は社人研の調査よりも高くなっています。子育てや教育
に直結する経済的負担の軽減だけでなく、こどもを育てながら働きやすい就労環境の整備といった間接的な側面か
ら見た支援が必要であると考えられます。

資料）天理市「子育て世帯アンケート」（2023年11月～2024年1月実施）を基に作成

6.7%

14.6%

22.9%

54.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

すでに予定がある。または、考えている

産みたいが不安がある

現在予定はないが、支援があれば検討する

思わない



晩婚化・非婚化の要因

結婚することの利点

社人研の調査では、男女ともにこどもや家庭に対する意識が改善してきている一方で、「子育て・教育に
かかる費用」や「雇用状態・収入」といった条件が、結婚・出産の課題として挙がっています。

– 「結婚することによる利点」として、男女ともに「自分のこどもや家族をもてる」が減少してる一方で、 「経
済的に余裕がもてる」が微増しています。また、男性では「精神的な安らぎの場が得られる」が微増して
います。

– 「結婚の障害内容」として、結婚資金や住居といった経済的条件が上位に挙がっています。

資料）国立社会保障・人口問題研究所　「第16回出生動向基本調査　結婚と出産に関する全国調査(独身者調査の結果概要)」より引用
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結婚の障害内容

資料）国立社会保障・人口問題研究所　「第16回出生動向基本調査　結婚と出産に関する全国調査(独身者調査の結果概要)」より引用

結婚・出産の課題として「子育て・教育にかかる費用」や「結婚資金」が多く挙がっています。それによって「結
婚したくてもできない」・「もう一人こどもが欲しくても作れない」というケースが生じています。
夫婦が理想のこども数を実現できない理由の一つに「仕事との両立が難しい」や「体力的な負担」が課題に
挙がっています。
本市の出生率の改善には、地域ぐるみの子育て環境整備や資金助成制度などの充実と合わせ、子育てに
理解ある就労環境を整備する事が重要です。

まとめ

21



739 

1,350 
3,033 

84 
225 

1,179 
2,086 

173 
274 
338 

688 
465 

837 
1,335 

125 
2,257 

550 
604 

444 

246 
1,316 

12 
88 

308 
2,302 

241 
157 

182 
1,155 

712 
941 

3,606 
86 

1,106 
253 

552 

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 

農林漁業
鉱業，採石業，砂利採取業

建設業
製造業

電気・ガス・熱供給・水道業
情報通信業

運輸業，郵便業
卸売業，小売業
金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業
学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業
生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業
医療，福祉

複合サービス事業
サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）
分類不能の産業

男 女

2-5.　雇用や就労等に関する分析
本市の産業構造(事業所数)

本市の事業所に勤める従業者数(市外に在住している人を含む)のうち、男性で最も多いのは製造業、次いでサ
ービス業(他に分類されないもの)、卸売小売業となっています。また、女性で最も多いのは医療・福祉、次いで卸
売・小売業、製造業です。

本市に所在する事業所数は、2,757社(2019年)で県内4位となっています。奈良市との差は大きいものの、県
内では上位です。

事業所数比較(奈良県の事業所数 上位5市)

資料）「平成21、24年、26年、令和元年経済センサス-活動調査」を基に作成

本市の産業構造(男女別従業者数)

天理市の男女別従業者数(2020年)

資料）「令和２年国勢調査」を基に作成
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出典）環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

地域経済循環図
地域経済循環とは、①地域内企業の経済活動を通じて生産された付加価値が、②労働者や企業の所得として
分配され、③消費や投資として支出されて、再び地域内企業に還流するといった、一連の循環のことです。このい
ずれかの過程で地域外にお金が流出した場合、地域経済が縮小する可能性があるため、地域経済の循環を把
握し、どこに課題があるのかを分析する必要があります。
本市の地域経済循環図をみると、①生産面では、付加価値額、労働生産性（一人当たり付加価値額）は、
第3次産業が最も大きくなっています。
②分配面では、雇用所得の流入が見られ、地域外からの流入が312億円（雇用所得：84億円、その他所得
：228億円）となっています。雇用者所得は205万円（全国平均441万円、1,055位）と低くなっています。
③支出面では、民間消費が地域外から426億円流入しているが、民間投資が149億円、その他支出が589億
円流出（地域で得た所得が他地域へ流出）しています。
地域経済の自立度を測る④地域経済循環率（＝生産÷分配、域内で生み出された所得がどの程度域内に還
流しているか）は87.5％となっており、奈良県（73.8％）と比較すると高い数値となっています。

①

②

③

④

①



県外従業・通学率の比較
奈良県は、県外従業・通学率(2020年)が20.3%と全国で最も高く、大阪・京都のベッドタウンという特徴がみら
れます。

資料）「令和２年国勢調査従業地・通学地集計　従業地・通学地による人口・産業等集計」(総務省統計局)を基に作成

県外従業・通学率の比較

奈良県からの県外従業・通学者の従業地 内訳

前栽校区 二階堂校区 井戸堂校区 朝和校区 柳本校区 福住校区 山の辺校区 丹波市校区 櫟本校区 総計
15歳以上の就業・通
学者数 9,226 3,046 2,063 4,279 2,521 585 5,169 5,019 3,339 35,247

市内で従業・通学 4,883 1,219 1,030 2,213 1,157 322 3,856 3,522 1,657 19,859
県内他市町村で従
業・通学 2,965 1,256 727 1,471 980 200 905 963 1,204 10,671

県外で従業・通学 1,140 429 195 409 243 33 261 377 343 3,430

資料）「令和２年国勢調査従業地・通学地集計　従業地・通学地による人口・産業等集計」(総務省統計局)を基に作成

天理市 9校区別 県外従業・通学率

一方、本市の県外従業・通学率は奈良県全体と比較しても低水準に留まっています。本市単独でみると、市内と
県内他市町村の従業・通学率が高く、大阪・京都のベッドタウンという性質は強くありません。
地域別に見ても、県外従業・通学の割合は全体的に低くなっています。山の辺校区・丹波市校区では天理大学
の学生寮などが位置していることもあり、市内従業・通学が70%を超えています。前栽校区・二階堂校区は他の
校区と比べると県外での従業・通学率がやや高くなっていますが、近鉄沿線であることなどが理由として考えられます
。
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資料）「令和5年住宅・土地統計調査(総務省統計局)雇用者世帯の通勤時間」を基に作成

奈良県 市町村別 雇用者世帯の通勤時間(令和５年)

通勤時間 雇用者世帯の通勤時間(市町村別)
本市は、通勤時間30分未満の世帯が奈良県では五條市、大淀町に次いで多く、全国平均も上回っています。こ
れは市内または近隣市町村で勤務している世帯が多いためとみられます。

最低賃金時間額の比較
近隣自治体との所得・待遇の差がどの程度あるか、最低賃金時間額で比較したところ、奈良県は936円。大阪
府より128円、京都府より72円低い金額となっています。近畿２府４県及び三重県の中では、和歌山県に次い
で低くなっています。

資料）「厚生労働省令和６年度地域別最低賃金改定状況」より引用
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令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度
1 東京都 1,113 1,163 50 25 福井県 931 984 53
2 神奈川県 1,112 1,162 50 26 岡山県 932 982 50
3 大阪府 1,064 1,114 50 27 和歌山県 929 980 51
4 埼玉県 1,028 1,078 50 28 徳島県 896 980 84
5 愛知県 1,027 1,077 50 29 山口県 928 979 51
6 千葉県 1,026 1,076 50 30 宮城県 923 973 50
7 京都府 1,008 1,058 50 31 香川県 918 970 52
8 兵庫県 1,001 1,052 51 32 島根県 904 962 58
9 静岡県 984 1,034 50 33 鳥取県 900 957 57

10 三重県 973 1,023 50 34 愛媛県 897 956 59
11 広島県 970 1,020 50 35 佐賀県 900 956 56
12 滋賀県 967 1,017 50 36 山形県 900 955 55
13 北海道 960 1,010 50 37 福島県 900 955 55
14 茨城県 953 1,005 52 38 大分県 899 954 55
15 栃木県 954 1,004 50 39 青森県 898 953 55
16 岐阜県 950 1,001 51 40 長崎県 898 953 55
17 富山県 948 998 50 41 鹿児島県 897 953 56
18 長野県 948 998 50 42 岩手県 893 952 59
19 福岡県 941 992 51 43 高知県 897 952 55
20 山梨県 938 988 50 44 熊本県 898 952 54
21 奈良県 936 986 50 45 宮崎県 897 952 55
22 群馬県 935 985 50 46 沖縄県 896 952 56
23 新潟県 931 985 54 47 秋田県 897 951 54
24 石川県 933 984 51 1,004 1,055 54

順位

全国加重平均

最低賃金時間額【円】 最低賃金時間額【円】都道府県 順位 都道府県前年差 前年差



一人あたり平均所得額の比較
厚生労働省の調査によると、奈良県民の一人あたり所得額は418万円です。全国平均を上回ってはいるものの、
大阪府・京都府と比較すると低い水準になっています。
奈良県近隣主要都市と平均所得額を比較したところ、本市の平均所得額は287.8万円で、10%~27％低い
額となっています。

近隣主要都市と比較すると、本市の平均所得額は長年に渡って低い水準で推移しています。
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資料）厚生労働省　2013「賃金構造基本統計調査」を基に作成

(万円)

資料）総務省『市町村税課税状況等の調査(1975～2013年)』を基に作成
※平均所得額(年収推計)は、課税対象所得/納税義務者数(所得割)で概算

平均所得額の推移(1975～2013年)

資料）総務省『市町村税課税状況等の調査(1975～2013年)』課税対象所得、納税義務者数(所得割)を基に作成
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有効求人倍率の比較
本市の有効求人倍率は1.05倍(令和５年度平均)です。全国平均1.30倍を大きく下回り、近畿や奈良県平
均と比較しても低い水準で推移しています。
所得の低さに加え、雇用の少なさも、就職・転職をきっかけとした転出に影響を及ぼしています。

有効求人倍率推移

資料）天理市より受領「奈良県労働局　有効求人倍率」を基に作成

全国的にみても県外通勤・通学の割合が非常に高く、大阪・京都のベッドタウンという特徴を持つ奈良県に
おいて、本市では、市内や近隣自治体での就業・通学が多いという特徴があります。
この状況は、市内で雇用を十分満たせていないため、就職・転職をきっかけとした転出が発生し、市内・近郊
に働き口がある人だけが残っていると考えられます。
基幹産業・地場産業の振興・高付加価値化によって、域内消費を拡大させ、十分な雇用の創出・所得の
向上を図ることが重要です。本市に住み続ける利点・価値を創り出すこと等を通じ、働き盛り世代の転出抑
制を図っていく必要があります。

まとめ
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【補正値の仮説】
本市の「若者層の厚み」という人口構造の特性、および天理高校・天理大学等の特性を鑑み、全国的な学生
の減少率に依らない転入者および転出者が一定数存在すると仮定
その人数を「約500人」と仮説し、全体との比率を調整した上で、補正・シミュレーションを実施
学生数減少の影響を鑑み、2015-2040年にかけて純移動数を10％低減し、以降は定率

3-1.　将来人口推計の前提
本市の人口構成の特徴として、教育機関等への入学・卒業などに伴う20歳前後の年齢層の厚みおよび
その後の年代の急激な落ち込みが挙げられます。 
人口ビジョンの基礎データとして国から提供された社人研の人口推計データ(パターン1)に対し、本市の特
性である「若者層の厚み・転入出」を表すために、以下の方針に則って補正を実施しました。
本資料では、補正後の天理市独自推計を以降、「パターン2」と呼称し、利用します。

パターン1
社人研
推計

パターン2
天理市

独自推計

シミュレーション1
天理市

独自推計

補正処理

【対象期間】2020-2070年
【補正内容】
加算：15~19歳層に、純移動数が男女合わせて+500人に近似するよう純移動率を補正
　　　　 2015-2040年にかけて純移動数を10％低減(+450まで)、以降は定率
減算：20~24歳層から、移動数加算分を相殺されるよう純移動率を補正

【対象期間】2020-2070年
【シミュレーション想定】
•出生率目標：2020年1.5、2060年1.8
•20~49歳までの年齢層の移動率を2040年
までに50％に抑えたと仮説して実施

シミュレーション1の想定条件

これまでの分析・本市の特徴・課題を踏まえ、以下条件でシミュレーション1を実施しました。
【合計特殊出生率】　現実的な目標値として2030年までに1.5、 2060年までに1.8と設定。
【転出抑制・社会増】　生産年齢人口の転出抑制・社会増を目指し、現役世代(20~49歳男女)純移動
率を2040年までに50％減とし、以降その水準を維持。

3．将来人口の推計と分析
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3-2.　将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析
現状維持した場合(パターン2)と出生及び社会移動の一定の値を仮定した場合(シミュレーション1)を比較し、人
口構成や自然増減/社会増減への影響・上乗せすべき人口・財政等への影響など分析をしました(赤枠)。

人口推計 概要 出生に関する仮定 死亡に関する仮定 移動に関する仮定

社人研推計
準拠

(パターン1)

• 国勢調査による2020
年10月1日現在の人
口を基準人口に用い、
2005年から2020年の
人口の動向を勘案し将
来の人口を推計

2005、2010、
2015、2020年の 
4 時点における市
区町村別のこども女
性比の全国に対す
る相対的較差
（比）を算出し、そ
の趨勢が2025年ま
で続くと仮定。
2025年以降は較
差が一定と仮定。
なお、今回の推計よ
り、こども女性比を 
0-4 歳人口の 20-
44 歳女性人口に
対する比と定義して
いる。

55~59歳→ 
60~64歳以下では、
都道府県別に将来
の生存率を仮定し、
都道府県内市町村
の仮定値に適用。
60~64歳→ 
65~69歳以上では、
都道府県と市町村
の較差を利用して
生存率の仮定値を
設定。

2005～ 2010年、
2010～2015年、
2015～2020年の3 
期間に観察された地
域別の平均的な人
口移動傾向が2045
～2050年まで継続 
すると仮定。

本市独自推計
(パターン2)

• 社人研推計(パターン
1)をベースに、移動に
関して異なる仮定を
設定

社人研推計(パター
ン1)の出生に関する
仮定を適用

社人研推計(パター
ン1)の死亡に関する
仮定を適用

• 2015年の15~19
歳の転入数を500
人と仮定。
2015~2040年に
かけて転入数が
10％減少し、それ
以降は一定率と
設定

• 20~24歳の転出
数を転入数と同数
と設定

シミュレーション
1

• 本市独自推計(パター
ン2)をベースに、出生お
よび移動に関して異な
る仮定を設定

合計特殊出生率が
2030年に1.5、
2060年までに1.8
まで上昇すると設定

社人研推計(パター
ン1)の死亡に関する
仮定を適用

• 本市独自推計(パ
ターン2)の移動に
関する仮定を適用

• 「20~49歳男女」
の純移動率を
2040年までに
50％減とし、それ
以降も50%減と設
定

シミュレーション
2

シミュレーション1をベース
に、出生に関して異なる
仮定を設定

合計特殊出生率が
2060年に2.07ま
で上昇すると設定

社人研推計(パター
ン1)の死亡に関する
仮定を適用

シミュレーション1の移
動に関する設定を
適用
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将来人口推計結果
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合計特殊出生率の推移

  2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070
現パターン１（社人研推計）   67,398 64,970 62,074 59,038 55,827 52,426 49,000 45,662 42,250 38,756 35,294 
現シミュレーション１   67,398 65,624 63,691 61,745 60,075 58,471 56,791 55,272 53,760 52,215 50,708 

新パターン１（社人研推計）     63,889 58,652 55,883 52,712 49,069 45,432 42,059 38,764 35,346 31,919 28,701
新パターン２（本市独自推計）     63,889 58,582 55,841 52,635 48,896 45,162 41,736 38,391 34,915 31,437 28,179

新シミュレーション１     63,889 59,842 58,096 56,225 54,382 52,547 50,929 49,387 47,760 46,129 44,667
新シミュレーション２     63,889 59,940 58,324 56,620 55,041 53,534 52,297 51,192 50,076 49,022 48,194

合計特殊出生率の推移について、天理市は2022年1.18となっており、全国、奈良県よりも低く、低下している。
前回の人口ビジョンで設定した出生率（2030年に1.5、2060年までに1.8まで上昇）について、再考が必要

現シミュレーションと新シミュレーションの人口規模を比較すると、2030 年（現）の61,745人に対して、 2030 
年(新)は58,096人と約3600人、2060 年(現)の52,215人に対して、 2060年(新)は47,760人の約
4,400人となり、その差は縮まらない。

61,745 

52,215 

28,701 

28,179 

58,096 

47,760 44,667 

63,889 

48,194 

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

55,000 

60,000 

65,000 

70,000 

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070

現パターン１（社人研推計）
現シミュレーション１
新パターン１（社人研推計）
新パターン２（本市独自推計）
新シミュレーション１
新シミュレーション２

（人

人口減少を受け入れながらも
出生率を維持する施策が必要

1.30

1.42

1.21
1.18

1.36 

1.23

1.31

1.23

1.32 1.3

1.37

1.47

1.34

1.29
1.32

1.18

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

全国 奈良県 天理市


